
様式第１号（第８条関係） 

令和８年４月●日 

（宛先）三条市長 

申請者　所在地（※）三条市旭町二丁目３－１ 

事業者名　　株式会社●● 

代表者名　　代表取締役　三条太郎 

（※）法人にあっては本店所在地、個人事業主にあっ

ては、事業所所在地を記載してください。 

 

三条市工場等遮熱断熱促進補助金交付申請書 

 

三条市工場等遮熱断熱促進補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受けたいの

で、次のとおり申請します。 

なお、交付の要件を満たすことを確認するために必要な情報について、三条市が市の

公簿で確認し、又は関係機関に照会することに同意します。 

 

１　申請者の概要 

 

２　補助金交付申請額　　金　1,500,000 円（別紙２　収支予算書より転記） 

 

３　事業の内容　　　　　別紙１　事業計画書のとおり 

 

４　事業に要する経費　　別紙２　収支予算書のとおり 

 

５　添付書類 

(1) 直近の確定申告における確定申告書の第一表の写し（個人事業主に限る。） 

(2) 法人の定款又は登記事項証明書（法人に限る。） 

(3) 建物の所有者を確認できる書類 

(4) 賃貸借契約書の写し及び所有者からの承諾書（自己の所有する建物でない場合に限

る。） 

(5) 補助対象経費に係る見積書及び明細書の写し 

(6) 遮熱・断熱工事による事業効果が見込まれる使用材料等のカタログ 

(7) 施工箇所が確認できる図面等 

(8) パートナーシップ構築宣言ポータルサイトに登録したパートナーシップ構築宣言 

(9) その他市長が必要と認める書類

 業種 常時使用する従業員の数 資本金の額又は出資の総額

 製造業 50 人 1,000 万円

 申請担当者役職・氏名 申請担当者電話番号・電子メール

 総務部長　三条一郎 電話：0256-●●-●●●●　メール：●●@●●.co.jp

記載例



別紙１ 

事業計画書 

 

１　補助対象工事をする施設 

施設の住所：新潟県三条市新堀 1311 

施設で勤務する従業員数：20 人 

 

（補助対象工事をする施設が自己の所有する建物でない場合のみ下記も記入） 

所有者の氏名： 

所有者の住所： 

 

２　補助対象工事の区分と施工面積（該当するものすべてに☑を入れてください） 

☑　屋根又は天井遮熱・断熱工事　（　　　　400㎡） 

☑　外壁遮熱・断熱工事　　　　　（　　　　300㎡） 

□　外窓遮熱・断熱工事　　　　　（　　　　　　㎡） 

　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　700㎡　 

３　補助対象工事のスケジュール 

［事業期間］開始予定日：令和８年５月１日　～　終了予定日：令和８年６月 30 日 

 

４　他補助金等の交付（該当するものに☑を入れてください） 

☑　無 

□　有　（補助金名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

見積書、図面等から記載



別紙２ 

収支予算書 

 

（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円） 

 

（支出の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円） 

※　消費税及び地方消費税を除いた額を計上してください。 

 

●補助金交付申請額の計算 

　補助対象経費（B)×補助率２／５＝（C)（千円未満切捨て） 

※様式第１号　補助金交付申請額には（C)の額又は補助上限額のどちらか低い方の額を記載 

 

 

 

 

 

 

 費目 金額 備考

 市補助金 1,500,000

 自己資金等 3,300,000

 合計 4,800,000

 費目 単価 数量 事業に要する経費 補助対象経費

 設計費 300,000 ○○ 300,000 300,000

 材料費 4,200,000 ○○ 4,200,000 4,200,000

 運搬費 100,000 ○○ 100,000 100,000

 養生費 50,000 ○○ 50,000 50,000

 消耗品費 50,000 ○○ 50,000 50,000

 処分費 100,000 ○○ 100,000 100,000

 

 

 

 合計 4,800,000 （A)　　4,800,000 （B)　　4,800,000

 工事施工面積 上限額

 500 ㎡未満 100 万円

 500 ㎡以上 900 ㎡未満 150 万円

 900 ㎡以上 200 万円

4,800,000 円(B)×2/5=1,920,000 円(C) 

 

工事施工面積 700 ㎡の場合、上限額は 1,500,000 円 

交付申請額は1,920,000円と1,500,000円の低い方なので、

1,500,000 円となる（様式第１号　２に転記）

必ず見積書、明細書の写しを添付ください


